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皆伐のルールづくりに向けた取組

大分県農林水産部
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再造林放棄地問題

・再造林放棄は地域林業の放棄

・林業生産活動は森林整備を通じて県民の生活を
守るはず・・・（森林環境税による県民支援）

・循環利用、持続的経営、環境産業の林業（地域
材）のイメージは崩壊寸前・・・

・再造林は、将来の木材資源の造成のみならず持
続的な森林整備事業の始まり

再造林の確実な実行！
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再造林放棄地対策について

再造林放棄地対策

未然防止対策
○事前指導による安全
伐出作業の確保

森林機能の回復
（事後対策）
○現地の状況に
応じた森林育成
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伐採跡地の森林機能回復対策
（事後対策）

森林機能の回復
（事後対策）
○現地の状況に
応じた森林育成

経済林化
（公共造林事業等）

環境林（森林環境税等）

林
家
へ
の
対
面
指
導

天然更新（経過観察）

経営意欲あり

早期回復必要だが、
林家による植林困難

防災上危険性ない所

スギ・ヒノキ

潜在樹種の広葉樹

自然植生の回復を待つ
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再造林放棄地の未然防止対策

未然防止対策

○違法伐採の解消
○安全伐出作業の確保

法令遵守の徹底

事前指導の強化

新たな規制対策

新聞・ラジオ等の広報

保安林の指定推進

伐採届旗の掲揚

地域森林計画の変更
市町村森林整備計画の変更

事業者への文書指導と
業界の自主的規制の誘導

安全作業研修会の開催

地域ぐるみの取組推進

合法木材の流通とグリーン
購入の取組推進

地域の監視対策
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伐採届のメリットと無届伐採の弊害

森
林
所
有
者

伐
採
業
者

届出

１．伐採地の把握が遅れる
２．手戻りコスト
３．原状への回復困難
４．行政対応への不信

１．適正伐採

２．住民への告知
３．伐採跡地整理
４．再造林指導
５．補助制度ＰＲ

危険伐採

事後対策

届出

災害誘発 再造林放棄

住民の安心

再造林普及

早い森林回復

遅い森
林回復

住民
不安

事前指導

（無届）
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ねらいは・・

１．伐採届制度の周知！
２．安全伐採の意識喚起！
３．住民の監視！

届旗・許可旗
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• 森林・林業行政の政策連合
• 九州材の販路拡大（ブランド化）
• 無秩序伐採と再造林放棄地の問題
• 低い伐採届の提出率
• 国の「合法木材ガイドライン」の見直し
• 素材流通の広域化による各県連携の必要
性

合法木材の取り組み

九州地方知事会への提案の背景
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合法木材の流通とグリーン購入推進のねらい

合

法

木

材

グ
リ
ー
ン
購
入

海外からの違法伐採木材の輸入阻止対策
例；インドネシア材の５０％、ロシア材の２０％は違法伐採

合法性
（必須項目）

持続可能性
（配慮項目）

国産材は全て合法？

＋

ＮＯ！伐採届、伐採許可
申請等手続の不徹底

国等による環境物品等の調達推進等に関する法律

法手続きを経た木材 持続経営森林からの木材

公的部門における「環境負荷の低減に資する物品」の調達推進により
環境負荷の少ない持続可能な社会の構築を目指す

製材品等は自治体段階の取組が不十分！

森
林
管
理
の
持
続
性
確
保
に
よ
る
環
境
の
保
全
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合法木材流通促進上の課題

合法木材流通対策
とガイドライン

対外的信用力の乏しい

内部検査システム
＝不正・偽装案件は続出

施業計画森林の
計画外伐採の実態
＝正常化推進と合法性の担保

認定業者だけの
閉鎖的システム

民間主導（行政不在）
のシステム

＝不可欠な行政関与

原木の広域流通の現状
＝広域連携システムの必要性

各県対応では限界

自治体のグリーン購入
の取組不十分
＝ニーズ拡大の必要性

低い伐採届出率
＝自治体の森林行政が
機能していない！

合法性の確認
システムがない
＝縦割りの確認では限界

性善説を前提

徹底しない
事前届出

企業等へ
の拡大

分別・管理を前提
としたシステム
＝流通・加工業界の対応
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合法木材流通のフロー図

【素材生産】 【原木流通】 【製材加工】 【製品流通】 【消 費】

森
林

所
有
者

素
材
生
産
業
者

県・市町村

伐採届等 適合通知等

＋

原
木
市
場証

明
書
等

素 材

製
材
工
場

素 材

証
明
書
・
伝
票

木
材
販
売
店

分別管理 分別管理

製品

証
明
書
・
伝
票

国

県

市町村

木材・住宅
関連企業

グ
リ
ー
ン
購
入
（
合
法
木
材
の
優
先
使
用
）
の
拡
大

製品

製品

証
明
書
・
伝
票

認 定 団 体
（生産・流通・加工）

分別管理

指導・検査

分別管理



13

九州連合の取り組み

１．独自の合法木材推進方針、実施要領を策定

・施業計画森林の事前届

・各県・市町村の連携

・検査・指導体制の強化

２．生産（流通）達成目標の設定と進行管理

３．Ｈ２１．４から各県で合法木材を１００％使用

４．民間ユーザーへの合法木材の働きかけ
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新たな規制対策の検討

１．森林法での規制

２．県条例の制定

（国の見解）
１．普通林の規制は困難
２．特定地域の問題

１．普通林の権限は市町村
２．条例は市町村で

３．地域森林計画の変更
市町村森林整備計画
の変更
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地域森林計画の変更

• 第１０条の７ 市町村森林整備計画の遵守
• 第１０条の８ 伐採及び造林の届出
• 第１０条の９ 伐採及び造林計画の変更命令
• 第１０条の１０ 施業の勧告等
• 第１０条の１１ 知事の調停

森 林 法
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市町村森林整備計画の重要性
（ルールブックの充実）

全国森林計画
（国）

地域森林計画
（県）

市町村森林整備計画
（市町村）

森林所有者、素材生産業者は、これ
に従って施業しなければならない！

森林施業のルールブック

地方自治の精神
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皆伐作業に関する新たな規制項目
大分県地域森林計画書の変更（Ｈ２０．４～）

伐採面積

作業路開設

上限面積
の設定
２０ｈａ

伐区の分散（大面積）
保護樹林帯の規模
幅２０ｍ以上

再 造 林

伐木・造材作業
土砂流出を発生
させない作業

荒廃した時の
植栽等の措置

林地残材の
安全な処置

伐採届時に
開設計画協議

林地を荒廃させない
作業路の開設

５年内に天然更新
が完了しない場合
植栽の指導

＋

＋ ＋

＋
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素材生産活動の適正化のための自主的行動規範

私ども大分県内で活動する素材生産事業者の有志は、昨今の森林伐採に伴う林地

の荒廃や再造林放棄地問題に鑑み、素材生産活動が持続的森林経営に支えられたも

のであることを強く認識し、以下に沿って地域の生活環境や防災に配慮した適正な

伐採活動に取り組んでまいります。

記

． 、 、 、１ 森林の伐採に際しては 法律に基づき 保安林にあっては伐採許可申請書を県知事に

普通林にあっては伐採届を市町村長に提出し、その許可等を受けた後、伐採作業に着手

します。

なお、１ｈａ以上の皆伐にあっては、伐採許可旗や伐採届旗を現地に掲揚します。

２．１箇所当たりの皆伐面積は、普通林にあっては原則として２０ｈａ、保安林にあって

は１０ｈａを超えないことを厳守し、特に、土砂崩壊や落石の恐れ等がある林地につい

ては、大面積の伐採を控えます。

また、大面積の伐採にあっては伐区と伐区の間に幅２０ｍ以上の保護樹林帯を設ける

よう配慮します。

３．伐採作業に大型林業機械等を利用する場合は、伐木、造材、運材作業に伴い林地の荒

廃を招かないよう配慮します。

また、やむを得ず林地荒廃が発生した場合は、速やかに土砂流出防止等の措置を講じ

るとともに、人工植栽により森林の早期回復を図ります。

４．枝払いや玉切等の造材にあたっては、作業で生じた枝条や根株等の林地残材が落下・

流出しないよう必要な措置を講じます。

５．作業路の開設にあたっては、安全性、耐久性のある構造とし、林地の荒廃や災害発生

をもたらす無秩序な開設を避けます。

なお、作業路の開設を伴う伐採にあっては、伐採届の際に、市町村にその開設計画に

ついて事前に協議します。

６．自らが生産した素材の出荷・販売に際しては、原木市場等に対し、伐採許可書や適合

通知書など合法伐採を証明する書類を提出し、合法木材の流通促進に積極的に取り組み

ます。

平成２０年４月８日

大分県森林組合連合会

大分県造林素材生産事業協同組合

適正な素材生産活動を進める有志事業体

１．伐採届の徹底と届旗の掲揚

２．１箇所２０ha以上の皆伐制限
幅２０ｍの保護樹林帯の設置

３．林地荒廃を招かない伐出作業
荒廃地の植栽

４．林地残材の適正処理

５．秩序ある作業道の開設
開設計画を伐採届時に協議

６．合法木材の流通促進

自主行動規範

平成２０年４月８日知事報告

４３社が賛同
県シェア３／４




